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POINT 1

全社DXにおける障壁
全社DXにおける戦略・組織／人材・テ
クノロジーに係る大きな方向性やフレー
ムワークがいくら合理的で優れたもの
であっても、組織階層や部門間の関係
性が複雑化すればするほど、実際の推
進にあたっては、さまざまな障壁が立ち
はだかる。

POINT 2

DXガバナンスの重要性
全社DXを進めるうえで最も重要なポ
イントの1つとなるのは、ポリシーやルー
ルを明確に定義し、定常的に状況を
モニタリングしていく「DXガバナンス」で
ある。

POINT 3

DXガバナンス確立のための5つの
要素
DXガバナンスを確立するには「情報」 
「プロセス」「モノ（施策）」「カネ（予算 

／原資）」「ヒト（組織）」の5つの要素に
おいて、ポリシーやルールを定義するこ
とである。

全社DXの価値実現に 
必要なイニシアチブ
–  全社DX推進の推進事例と成功の
ポイント –

KPMGコンサルティング 

コーポレートトランスフォーメーションストラテジー 

塩野 拓／パートナー　

020年以降、世界で猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症 
（以下、「COVID-19」という）により、私たちの生活やビジネス社会にさ

まざまな変化がありました。しかし、危機のさなかにある今だからこそ、企業には
全社一丸でのスピーディーかつ抜本的なデジタルトランスフォーメーション （以
下、「DX」という）が求められ、実際、多くの企業がデジタル技術を活用したさ
まざまな取組みを模索しています。
しかしながら、全社DXにおける戦略・組織／人材・テクノロジーに係る大きな
方向性やフレームワークがいくら合理的で優れたものであっても、組織階層や
部門間の関係性が複雑化すればするほど、実際の推進にあたってはさまざまな
障壁が立ちはだかります。経営層、管理職層、一般社員層のすべてのステーク
ホルダーが、「DXそのものの概念」 や 「DXの必要性」 に納得感を持ったうえで
協業的かつ継続的に全社DXを推進するためには、ポリシーやルールを明確
に定義し、定常的に状況をモニタリングしていく 「DXガバナンス」を確立する
ことが肝要です。DXガバナンスの確立に向けて、「情報」「プロセス」「モノ （施
策）」「カネ （予算／原資）」「ヒト （組織）」の5つの要素において、ポリシーやルー
ルを定義することがきわめて効果的で効率的であると考えます。
本稿では、DXで全社推進を実行する際に必要となる、DXガバナンスを確立
する重要な5つの要素と、各要素を進める際のポイントについて事例を交えて
解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらか
じめお断りいたします。
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DXガバナンスを実現する 
「情報」の一元化・モニタ 
リング・発信

ある総合商社は、「全社でDXを推進して
いましたが、各事業部門で推進されている
デジタルプロジェクトの進展や効果、投下
されているコストなどあらゆる情報が見え
ておらず、DXがうまくいっているのかもわ
からない」という課題を抱えていました。そ
の不透明性により、DX推進チームからは、
「全社的に �DX疲れ�が発生しているのでは
ないか」という発言さえもありました。この
ような状況下での課題の解決には、各事
業部門が推進予定のデジタルプロジェク
トをまず起案し、DX推進チームがその内
容を精査し、情報を一元管理しつつ、モニ
タリング （プログラムマネジメント）を行い、
場合によっては社内への情報発信をしてい
くというルールを制定することが推奨され

ます（図表1参照）。
当該ルールの運用化については、各
事業部門とD X専門組織（ K P M Gでは
D X専門組織のことをD X M O、D i g i t a l 

Transformation Management Officeと呼
ぶ。以下、「DXMO」という）とのパワーバラ
ンスにより成否が分かれます。各事業部門
の発言力・決定権がより強い企業において
は、DXMOではあくまでデジタルプロジェ
クトの収集・モニタリングのみ行う「ソフト
ガバナンスの施行」にとどめることが重要
です。各事業部門の方向性を軌道修正する
ところには踏み込まず、助言やアドバイスの
みを行います。
その反対に、DXMOの発言力・決定権
がより強く、DX推進をトップダウンで行え
る企業においては、起案されたデジタルプ
ロジェクトに対し、Go／No Goを決定する
「ハードガバナンスの施行」が可能となりま
す。また、モニタリングを行ううえで、非効
率・低効果な推進の状況が検知・評価され

た場合は、プロジェクトの方向性の軌道修
正を勧告、指示していきます。
いずれにせよ、情報を一元化し、「どこ
で、どのようなデジタルプロジェクトが推進
されており、効果や投下コストはいかほど
か」について可視化し、透明性の向上を図
ることが、DXガバナンス確立の第一歩とな
ります。なお、DXMOがDX推進においてモ
ニタリングすべき項目は、デジタルプロジェ
クトの推進フェーズにより、「A. 共通（常に
管理すべき項目）」「B. 案件起案（Qualify）」
「C. 案件実施／導入中（Management）」「D. 

導入完了／モニタリング（Evaluation）」の4

種で構成します（図表2参照）。これらの情
報を、フェーズ別に収集・分析し、自社に
とってDXが効果的で実効性があるのかに
ついて迅速かつ継続的に評価し、全社DX

の成功へと軌道修正しつつ、旗振り役とし
てサポートすることもDXMOの重要な責務
といえます。

起
案

経営層

全従業員

各プロジェクト
（事業本部／管理本部etc）

各プロジェクト（事業本部／管理本部etc）

DXMO: デジタル専門組織（事務局） DXMO: デジタル専門組織 DXMO: デジタル専門組織

出典：KPMG 作成

起案、または情報収集 情報マネジメント（モニタリング）

プログラム
情報

デジタル
戦略

プログラム
マネジメント

情報発信

経営層への
デジタル戦略進捗／

KPI報告

  各プロジェクトへの
情報発信

（プログラム情報）

全従業員への
デジタル推進状況／

展望／ナレッジの発信

場合により、デジタル専門組織の
事務局が各プロジェクトの情報を
足を運んで（進捗会議に参加し）

情報を収集し、集約

プログラムレベルの意思決定や、
KPI状況、新規案件状況に応じた

柔軟な対応を実施

デジタル施策のプログラム
マネジメント、 KPI管理、新規案件
によるデジタル戦略の更新を中心

としたマネジメント

自分事のためのデジタル
にするために積極的に情報を発信

図表1 DX 推進要素 「Ⅰ. 情報」のあるべき姿

個別施策
進捗状況 コスト状況 各プロジェクト

情報

KPI状況 ／
ROI状況

新規デジタル
案件情報

新規案件（施策）情報

問合せ

ナレッジ

リスク状況課題状況
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出典：KPMG作成

図表2 DX推進要素 「Ⅰ. 情報」のフェーズ別の管理データ項目例

赤色：必須 緑色：自動 黒色：任意 ★：DX 専門組織がサポート

フェーズ

B. 案件起案（Qualify）

A. 共通

C. 案件実施／導入中（Management） D. 導入完了／モニタリング（Evaluation）
1. 事業戦略に対する効果
2. 効果額実績
3. 投資額実績
4. 運用体制
5. 他業務・事業部への展開可否★
6. 人財のワークシフト状況★
7. 導入後モニタリングコメント

1. 導入ステータス
2. スケジュール遅延
3. RFI 提出予定日／実績日
4. RFP 提出予定日／実績日
5. コンペ実施予定日／実績日
6. 採用ベンダー名
7. ベンダー契約予定日／実績日
8. 導入サービス名
9. サービスライセンス取得予定日／実績日
10. IT 機器調達予定日／実績日
11. 要件定義完了予定日／実績日
12. 設計／開発完了予定日／実績日
13. テスト完了予定日／実績日
14. 移行・導入予定日／実績日
15. カットオーバー予定日／実績日
16. 進捗状況
17. 社内セキュリティポリシへの抵触有無／回避方法★
18. 内部統制抵触有無／回避方法★

1. 起案の背景や課題
2. 紐づく事業戦略
3. 解決案
4. 導入が想定されるデジタル技術
5. 想定されるベンダー
6. 想定される効果範囲
7. 効果見込額／根拠
8. 創出時間とワークシフト先
9. 予算額
10. 他部署導入実績★
11. テスト環境準備★
12. IT 機器調達要否
13. NW 構成変更要否
14. 予算種別
15. 社内体制・役割
16. DX 組織の関与希望★
17. 社内セキュリティポリシへの抵触可能性★
18. 内部統制抵触可能性★
19. 案件実施予定期間
20. 起案部門決裁日
21. DX 案件審査会申請日／承認日

6. 起案日
7. 案件種別
8. 案件フェーズ
9. 起案の目的★
10. DX 区分

1. 案件管理番号
2. 案件名
3. 関連案件管理番号★
4. 起案部門
5. 起案担当者

出典：KPMG作成

デジタル施策の案件化デジタル施策
ライフサイクル

各事業
部門

（導入部門）

DX
専門組織

IT部門

案件情報
最新化

概要相談
協議

デジタル対象
可否判断

デジタル
専門組織共有

デジタル戦略へ
の影響確認

デジタル候補
案件検知

案件詳細化
（ROI含む）案件起案 案件起案

案件起案
詳細化支援

事前協議

案件承認

体制検討へ

案件承認

案件起案
指示
案件情報
最新化

全社デジタル
施策確定

DX
専門組織
会議

デジタル
戦略
ステコミ

外部業者

案件起案・承認 （全社デジタル施策） 案件起案・承認・予算化 （追加デジタル施策）

図表3 DX推進要素 「Ⅱ. プロセス」のあるべき姿（デジタル案件起案・承認・予算化のサンプル）

プ
ロ
セ
ス
概
要
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DXガバナンスを実現する 
「プロセス」の標準化

ある事務機器メーカーは、デジタルプロ
ジェクトの情報収集や一元化の必要性を
理解し、それを目指して取組みを進めてい
ました。しかし、「各事業部門が自由にDX

の取組みを進めており、DXMOが把握しき
れないシステム利用 （シャドーIT）の存在
や、二重投資の発生に歯止めが効かない」
という課題を抱えていました。全社DX戦略
に整合しないシステムが増殖し、再利用・
横展開が可能なノウハウが活用されないと
いった非効率性に悩まれていたのです。
このような状況の解決には、デジタルプ
ロジェクト推進に係るマネジメントプロセ
スを定義することが推奨されます。「デジタ
ル案件起案・承認」→「DX予算化」→「デジ
タル施策推進体制検討・構築」→「概念実
証（PoC）実施」→「本格展開」→「運用保守」
といったマネジメントプロセスのフローを
策定・描画します（図表3参照）。DX推進の

各ステージにおいて、各事業部門、DXMO、
IT部門が行うべきアクティビティ、連携先
部門、連携すべき情報を標準化し、このプ
ロセスを順守・徹底するようルール化・全
社教育・定着化を促すことで、シャドーITや
二重投資の発生を未然に防ぐことができる
でしょう。また、役割が混同しがちな、IT部
門とDXMOとの担当範囲も明確になり、正
しく最適なDXの推進に寄与するDXガバナ
ンスがさらに強化されます。

Ⅲ

DXガバナンスを実現する 
「モノ（施策）」の優先度評価
と計画策定

ある化学品製造業の企業は、事業部か
らさまざまなデジタルプロジェクトの収集・
一覧化ができたものの、投下可能なDX予
算の中で、「どのデジタルプロジェクトから
開始・推進させるべきか、デジタル施策の
優先度評価ができず、どのように計画化
すればよいのかわからない」という課題を

抱えていました。このような状況の解決に
は、デジタルプロジェクトにおける 「モノ（施
策）」の優先度決定の基準項目を定義する
ことが推奨されます（図表4参照）。
Ⅰ節、Ⅱ節で述べたように、企業内のデ
ジタルプロジェクトを規定のプロセスに則
り一元化する際、「事業部門からの起案」と
いうゲートを設けます。その際、以下のよう
な評価基準の情報も併せて事業部から提
示するルールとするのです。
1. 法規制対応／業界規制対応か否か
2. 重要戦略（特命）案件対応か否か
3. 対外的期限付き案件か否か
4. グループ内規制対応か否か
5. セキュリティリスク回避対応か否か
6. 狙いは収益増加か、費用削減か
7. 狙いは顧客満足度向上化か
8.  狙いはシステムユーザー満足度の向 

上か
9. 投資対効果（ROI）はどれほどか
10. 新規性・先端性はあるか
11. 全社戦略との整合性はとれているか

デジタル投資評価手法 ➡「デジタル投資優先度評価基準」の定義
1. 法規制対応／業界規制対応
2. 重要戦略（特命）案件対応
3. 対外的期限付き案件
4. グループ内規制対応
5. セキュリティリスク回避対応
6. 収益増加・費用削減

  7. 顧客満足度の向上
  8. システムユーザ満足度の向上
  9. 投資対効果(ROI/ROIC)
10. 新規性・先端性
11. 全社戦略との整合性

出典：KPMG作成

効果試算 効果の評価

効果の評価

ポートフォリオ
管理

効果ロジックの 
確認

起案優先度の
決定

事業部門
（起案部門）

デジタル専門組織
（IT部門と連携）

A社のデジタル投資優先度評価基準

収益拡大、コスト削減、顧客満足度、法規制対応等、多様な効果を総合的に
スコアリングする仕組みを検討・導入・定着化を図る。

起案されたデジタル投資内容に即した効果指標を選び、その効果を
試算する
 • 投資内容に応じて複数指標の選択を柔軟に行う
 • 事業方針に資する効果指標を選んだデジタル投資のスコアが高く

なる（効果が小さい／未提示は優先度が下がる）
 • 収益直結以外の効果指標を選べることで試算効率が改善する

デジタル投資後（リリース後）は選択指標で実績を報告する

図表4 DX 推進要素 「Ⅲ. モノ（施策）」の優先度決定基準項目例

起案部門の選択指標や記載数値の妥当性を確認する（デジタル専門組織
主導）

スコアリングを行い、相対優先度を決定する（著しく低効果な企画は再検
討を要請）

リリース後は選択指標で実績値を集計する（デジタル専門組織主導）

指標に基づいてデジタル投資案件全体の投資ポートフォリオを管理する
（デジタル専門組織主導）



© 2022 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.5    KPMG Insight Vol.55

全社DXの価値実現に必要なイニシアチブ　－全社 DX推進の推進事例と成功のポイント－
Digital 
Transformation

この内容を基に、DXMOが分析・評価を
行います。企業により、重要視したい基準
項目は異なるため、それぞれ比重係数を
考慮・決定したうえでスコアリングを行い、
「自社にとってより優先的に計画・推進すべ
きデジタルプロジェクト」を定量的なアプ
ローチで並べ替え、優先度を決定します。
ただし、このような案件特性のみでデジタ
ルプロジェクトの優先度を決定し、計画化
するだけでは、まだ全社DXを効率的に進
められるか否か判断できず、その成功には
リスクが潜むこととなります。
それは、デジタルプロジェクトには「先行
順序制約」という概念が存在するからで
す。デジタル施策の適用効果を最大化する
ためには、先行して実施すべき施策を特定
し、実施順序を特定することが重要なの
です。たとえば、「A. 顧客体験（CX）の向上
を目指した顧客視点のデジタルサービス開
発」と「B. マーケティング部門・営業部門・
カスタマーサポート部門の保有する顧客
情報の一元化データベースの構築」という
2つの施策が立案された際、まずB施策を
行い、顧客情報を組織横断的に一元化し
た後に、そのデータを最大活用し、A施策
である顧客視点のデジタルサービス開発を

推進したほうが、より効果の高い成果が得
られることは明らかです。
あるグローバル製造業企業で実施した
デジタルプロジェクトの先行順序制約を検
討した事例では、11件のデジタル施策が立
案され、それらに対し、先行順序の制約を
考慮したうえで計画化を行いました。特に
論点となったのは、最初にDXMOの機能を
定義することで全社DX推進の足場を固め
ることが後続施策の成功率を上げるだろ
うという点でした。具体的には、デジタル施
策を推進する前にDXMOの機能を定義し、
その役割を担うメンバーがデジタル戦略を
策定、そのデジタル戦略にKPI（重要業績
評価指標）を設定していくということです。
このように、先行して着手すべきデジタ
ルプロジェクトの順列、つまり先行順序制
約と、先述した案件特性の評価の2つの観
点を掛け合わせて、デジタルプロジェクト
における 「モノ （施策）」の優先度決定を行
うことが、全社DX推進を効率的・効果的に
計画化・実行するうえできわめて肝要なの 

です。

Ⅳ

DXガバナンスを実現する 
「カネ（予算／原資）」の可視化
と運営

ある住宅総合メーカーは、社内で推進さ
れている、大小含め年間500件を超えるさ
まざまなIT／デジタル投資に関して、「これ
までIT部門が行ってきたIT投資と、DXを目
的としたデジタル投資の区別ができていな
い」「DXを目的としたデジタル投資の効果
がわからない（そのため、経済合理性の観
点でDXが成功しているかどうかが見えな
い）」といった課題を抱えていました。
前者の課題については、1つの案として、

「これまでIT部門が行ってきたIT投資」と
「DXを目的としたデジタル投資」をテクノ
ロジースタックの表現で明確に分類・定義
し、各種IT／デジタル投資プロジェクトコ
ストを個別管理・モニタリングすることを
推奨します（図表5参照）。
➣ これまでIT部門が行ってきたIT投資
 企業活動の根幹を支える「守りの投資」
として、以下に係る費用を設備投資コ
スト、運用コストと定義し、主にIT部門
が管理・モニタリングを行います。

出典：KPMG作成

テクノロジーの構成要素 DXとITの取扱い区別

投資額
20億円／年

投資額
80億円／年

総投資額 
100億円／年

DX投資

アプリ

切り分けて保護

玉石混合では、
小規模なDXが
劣後する懸念

最先端技術
（AI,IoT,AR/ VR等）

未導入の既知技術 
（EDI,EC等）

（新）基幹システム
コミュニケーション

ツール

（現行）基幹システム
（現行）サブシステム

Office
端末／OS／

ネットワーク

システム
セキュリティ

リスク・
コンプライアンス

セキュリティ

ミドルウェア
／インフラ

企業の競争優位性
を生み出す

「攻めの投資（≒DX ）」
⇒デジタライゼーション

IT投資

企業活動の根幹
を成す

「守りの投資（≒IT ）」
⇒デジタライゼーション

DXの位置づけ

目的

取組み

図表5 DX 推進要素 「Ⅳ. カネ（予算／原資）」のあるべき姿

新しいビジネスモデル・ビ
ジネスプロセスを創る・再
定義すること

業務機能、データの扱いを自
動化・自律化し、ヒトの能力
限界を超えた効果を得るこ
とを主眼に置く

最先端の技術を用いて、競争
優位性を生み出す取組み

貴社にて未導入（経験・知見
のない）技術を扱い競争優位
性を生み出す取組み
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ation• 現行の基幹システムやサブシステム、
各種ソフトウェアおよびアプリケー
ション

• オンプレミスサーバー、PC端末
• OS、OAソフトウェア（Microsoft Office

など）
• ネットワーク、セキュリティ

➣ DXを目的としたデジタル投資
 企業の競争優位性を生み出す「攻め 

の投資」として、以下に係る費用を設
備投資コスト、運用コストと定義し、主
にDXMOが管理・モニタリングを行い 

ます。
• 先端技術：AI（人工知能）、RPA（ロボ
ティック・プロセス・オートメーション）、
VR（仮想現実）、AR（拡張現実）、MR

（複合現実）、IoT（モノのインターネッ
ト）、ドローン、ブロックチェーン、5G／
6Gなど

• 現存しているが、自社として未導入の 

技術

上記のような分類でIT投資プロジェクト

をタグ付けし、明確に取組み・活動を切り
分けたうえで、コストの観点も含めてIT部門
とDXMOの管理責任の分界点をはっきりさ
せることが重要なのです。

Ⅴ

DXガバナンスを実現する 
「ヒト（組織）」のスキームと、
啓蒙を狙ったチェンジマネジ
メント

ある一般消費財メーカーは、「全社DXを
進めるうえで、どのような組織体（スキー
ム）であれば、効果的にデジタル活用の必
要性を把握したうえで効果的にデジタル
プロジェクトを推進できるか」という課題
を抱えていました。DXは、経営層・管理職
層・一般社員層までを巻き込んだ活動とな
るため、企業規模が大きくなればなるほど
（たとえば、本社売上高5,0 0 0億円～数兆
円規模、ないしコングロマリット経営企業・
カンパニー制企業など）、推進の難易度は
高くなっていきます。DXに係る戦略や整理
学のフレームワークがいくら優れていても、

最終的には「ヒト（組織）」がその気になら
なければ、成功に近づくことはできないで
しょう。残念ながら、社内政治や組織間の
パワーバランスへの考慮・根回しが物事を
進める際の重要事案となってしまう日本企
業、つまりは組織間のサイロ化が色濃い企
業風土の状況下においては、なおさらその
傾向が強く見受けられます。
そのような大企業におけるDX推進は、
各事業部にTL（チームリード）を配置し、DX

の推進・管理の組織の粒度を分解したうえ
で、権限委譲を行う「2階建てのDX組織ス
キーム」が有力なアプローチとなります（図
表6参照）。

TLは原則、その事業部門から擁立する
ようにします。それは、自部門の業務を深
く理解していることが前提となるからで
す。次に、事業部門内で行われている複
数のDX施策ごとに、さらにPO（プロジェ
クトオーナー）を擁立し、DX施策推進の権
限委譲を行います。ただし、POはTLへDX

施策推進の進展状況や成果などの情報
を、「DX部門内会議」の場で定期的に報告
するルールを設定します。各TLが集めた担

出典：KPMG作成

DXステアリングコミッティ
（議長：CEO、出席者：DX専門組織（DXMO）責任者、関係役員） XXX

DX推進委員会

DX戦略・成果の報告

DX部門内会議

事業本部A-DX PMOTL

PO PO PO PO PO PO PO PO PO PO PO PO

事業本部A-DX PMOTL 事業本部A-DX PMOTL 事業本部A-DX PMOTL

DX戦略・成果の報告

DX部門内会議

DX戦略・成果の報告

DX部門内会議

DX戦略・成果の報告

権限委譲 成果の
報告

権限委譲 成果の
報告

権限委譲 成果の
報告

権限委譲

事業部
DX施策①

事業部
DX施策②

事業部
DX施策③

事業部
DX施策①

事業部
DX施策②

事業部
DX施策③

事業部
DX施策①

事業部
DX施策②

事業部
DX施策③

事業部
DX施策①

事業部
DX施策②

事業部
DX施策③

成果の
報告

DX部門内会議

DX専門組織
（DXMO）

共通で必要な
コーポ要件の確認、
システム構築など

本社機能
部門
メンバー

事業部
IT部門

本社DX専門組織が事業部門ごとのDX情報の
把握とモニタリング、ステコミへのレポーティング

・・・会議体

図表6 DX 推進要素 「Ⅴ. ヒト（組織）」の「2 階建て」DX 組織スキームイメージ

• 各事業本部 PMO・DX施策 
進捗モニタリングと評価

• 権限委譲（予算配分）

• 支援・アドバイス
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当部門の各種DX施策の進展状況や成果
は、TLがDXMOに対し 「DX推進委員会」の
場で報告し、課題やリスクなどを協議し、
解決や回避に向けた戦略を練っていきま
す。 「DX推進委員会」で決議されたさまざま
な実績 （進展状況・成果）や課題解決方針 

は、最高経営責任者（CEO）や関係役員で
構成された、さらに上位の「DXステアリン
グコミッティ」の場にて報告・共有される
ルールとします。重要なことは、この情報
連携のPDCAサイクルを高速で回していくこ
とです。
このように、たとえ規模の大きな企業に
おいても、階層型・権限委譲型の組織ス
キームとマネジメント方針を運用・定着化
させることで、透明性が高く、迅速 （アジャ
イル）なDX推進が可能になります。なお、
図表6の下段に示すように、部門・事業部門
間においても、事業部門メンバー・事業部
IT部門同士で横断的な情報連携をするこ
とで、二重投資やナレッジの活用不足を防
ぐこともできます。
全社的に 「ヒト （組織）」を巻き込みな 

がら、さらに効果的にDX推進を進めていく
ためには、組織スキームの構築に加え、も
う1つ重要な要素があります。それは、DXの

必要性や具体的なイメージを把握したうえ
で、全社員参加型のきっかけとなるモメン
タムの醸成です。これを実現するには、効
果的・継続的なDX啓蒙活動が必要になり
ます。そのDX啓蒙活動には5つのフェーズ
があると我々は考えています（図表7参照）。
1.  明確化フェーズ：社員が 「DX」という単
語を認知している状態

2.  周知化フェーズ：社員が 「DXがどのよう
な活動か、どんな効果があるか」を理解
し、興味や関心を持っている状態

3.  具体化フェーズ：社員が 「DX推進」を具
体的に検討し、開始する状態

4.  実現化フェーズ：社員がDX推進におけ
る効果を実感できている状態

5.  定着化フェーズ：社員がDXの成功体験
を享受し、組織内での経験の共有が定
着化されている状態

DXMOには、この5つのフェーズを少しで
も前へ進めるべく、社内の啓蒙活動を粘り
強く、継続的に進めることが求められます。
具体的な啓蒙活動例を以下に示します。
• 社内報やイントラネットなどの媒体で、

DXに係る社内外の事例や、ニュースを
定期的に発信する

• デジタルソリューション （ AIやRPAな
ど）のデモ動画を社内のエレベーター
内、エントランスやオフィス内のモニ
ター、デジタルサイネージで繰り返し再
生する。または、ポスターを社内に広く
配布し、オフィススペースや食堂、フリー
スペースなどに貼り、社員の目にとまる
よう工夫する

• デジタルソリューションのケイパビリ
ティー （デジタル技術の業務への活用
事例リスト、デジタルソリューションカ
タログ）を自社のさまざまな部門向け
に30分程度のキャラバン（説明会）を実
施し解説する

• AIやRPAなどのデジタルハッカソン（ハ
ンズオン型のソフトウェア開発体験）を
開催、運営する

• 1～2時間×複数回の社内ワークショッ
プ（勉強会）を開催し、グループディス
カッションなどでデジタルソリューショ
ンの業務への適用イメージの理解やア
イデア創出、プレゼンなどを実施する

このような活動を通じ、社員のDXやデ
ジタルソリューションの活用方法と、理解
の浸透を地道に続けていくことがきわめて

出典：KPMG作成

明確化フェーズ 周知化フェーズ 具体化フェーズ 実現化フェーズ

「DX」という
単語の認知

DXに
興味・関心を持つ

DX推進を
検討する

DX推進
効果の実感

DXの「推進体験」
「効果」の共有

DXって何？ DXって具体的にどんな
効果で、何ができるの？

DXを進めてみたい！
誰に相談すればいいの？

DXいいね！
やってみないと
わからないこと
もあるね。次は
もっと上手くや
れる！

自分も導入に
携わり、利用し
ているけど、
他にもDXの事
例があれば、
もっと案件を
出せる！

「DX」という
単語を認知する
きっかけづくり

「DX」にできること、
その効果を知ってもらう

ためのコンテンツ提供

DX推進の問い合わせ
窓口・ 体制の設置、

利用者側の DXリテラシー
向上・育成

DX推進の仕組みおよび
役割の最適化

体験者の成功体験を
共有する仕組みの提供

定着化フェーズ

利用側の
状態・行為

DX専門
組織に

求められる
こと

図表7 DX啓蒙活動の5つのフェーズ

DX戦略の意義・目的、変革
のスケールなどを明確に
し、期待される効果につい
て、リーダー陣と提携する

DXにおける目指すべき姿・
ビジョン・ケースなどを言
語化、主要なステークホル
ダーに対して説明し、理解
を促す

DXを実現するための具体
的な変革計画を策定し、方
針・施策・アプローチなど
を検討する

DX実現に向けてスモールス
タートを図り、アジャイル
なアプローチを繰り返すこ
とで最適化・高度化を促す

成功体験を組織内で共有
し、さらなるDXの効果を
刈り取っていく。一過性で
終わらぬようモニタリング
を継続する
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Ⅵ

さいごに

本稿では、DXガバナンスを確立する重
要な5つの要素（「情報」「プロセス」「モノ
（施策）」「カネ（予算／原資）」「ヒト（組織）」）
について、実際の事例を紹介しながら、解
決の方向性を解説しました。全社DXを推
進していくには、全社員の「DXの意義やデ
ジタルソリューションの業務適用価値の理
解」の浸透を目指した啓蒙活動をいかに
DXMOが仕掛けていくかにかかっていま
す。そのうえでルールやポリシー、コミュニ
ケーションや組織スキームを固めていき、
そのフレームの標準化・定着化を目指すこ
とで、DXガバナンスがより強固となります。
そうして初めて継続的なDXの推進と、確
実な果実の刈り取りへ到達できると考え 

ます。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGコンサルティング株式会社
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